











2004 年 12 月に犯罪被害者等基本法が成立し、翌年の 2005 年 12 月に犯罪被害者等基本















 美作大学犯罪被害者支援研究室３）は、2017 年 4 月時点で 2 年生から 4 年生の 21 名の学
生が所属し、犯罪被害者への支援や犯罪被害のないまちづくりをめざして活動をしてい
る。同年 7 月末には 4 年生の 5 名が本格的な活動からは退き、後期からは 2 年生 3 年生
16 名が主体で活動した。 
2017 年度の活動について、長期休暇中を除き前期は 2 週に 1 回、後期は毎週 1 回、自
主ゼミを開講し、犯罪被害者等の手記本の読み合わせや遺族講演の振り返り、グループワ
ークで課題分析を行ったり、犯罪被害者支援に関する制度の勉強会を行ったりした。ま
た、犯罪被害者遺族と被害者支援について考える会を 2018 年 1 月に開催し、被害者遺族




















































参加者は、B 中学校の全校生徒 178 名、教職員 12 名、保護者 2 名、学校関係者 4 名、



























グループの配置を決めていただくようお願いし、3 学年で 26 グループができた。1 グルー























































































































































































1,721 市区町村の設置率が平成 29 年 4 月 1 日時点で 98.6％となっている。対応する課は市
区町村によって様々で、社会福祉士や臨床心理士といった相談援助職が配置している課は少
ない。 
3）美作大学犯罪被害者研究室として 2016 年 4 月に発足した自主ゼミは、履修目的のゼミ活動
とは異なり、ソーシャルワークを学ぶ学生が犯罪被害者等に支援できることは何かを具体的
に考え実践するために、自主的に参加し他学年と協働して取り組むものである。詳細は永見
（2016）を参照。 
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